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（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 1,111,392,943

売掛金 569,218,569

貸倒引当金 △ 2,399,484 566,819,085

たな卸資産

出版物 2,273,701

前払費用 4,413,334

未収収益 21,355,882

未収金 126,821,008

流動資産合計 1,833,075,953

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 3,368,296,977

減価償却累計額 △ 957,520,053 2,410,776,924

構築物 54,268,468

減価償却累計額 △ 23,896,585 30,371,883

機械装置 37,068,673

減価償却累計額 △ 34,619,435 2,449,238

工具器具備品 161,292,716

減価償却累計額 △ 118,258,578 43,034,138

土地 4,589,700,000

減損損失累計額 △ 9,479,954 4,580,220,046

有形固定資産合計 7,066,852,229

２　無形固定資産

工業所有権 2,469,269

工業所有権仮勘定 1,029,339

電話加入権 2,099,680

ソフトウェア 259,943,048

情報資産 4,411,383,465

その他の無形固定資産 36,061

無形固定資産合計 4,676,960,862

（平成２２年３月３１日）
文献情報提供勘定

貸　　借　　対　　照　　表



３　投資その他の資産

長期性預金 3,043,046,643

投資有価証券 1,980,000,000

敷金保証金 77,053,288

投資その他の資産合計 5,100,099,931

固定資産合計 16,843,913,022

資産合計

（単位：円）

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 201,277,668

未払費用 324,340,963

未払法人税等 4,628,200

リース債務 2,555,757

前受金 163,912,902

預り金 5,704,916

引当金

　賞与引当金 15,188,437

　　　流動負債合計 717,608,843

Ⅱ　固定負債

長期リース債務 1,979,310

引当金

退職給付引当金 162,992,286

　　　　固定負債合計 164,971,596

負債合計 882,580,439

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 94,076,990,100

民間出資金 57,100,000

　　　　資本金合計 94,134,090,100

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 28,948,761

損益外減損損失累計額 △ 10,192,274

　　　　資本剰余金合計 18,756,487

Ⅲ　繰越欠損金

当期未処理損失

（うち当期総利益

繰越欠損金合計

　純資産合計 17,794,408,536

18,676,988,975

18,676,988,975

負債・純資産合計

△ 76,358,438,051

△ 76,358,438,051

　　　123,476,485　）



経常費用

業務費

人件費 241,196,047

業務委託費 214,818,775

支払リース料 9,786,615

賃借料 901,919,636

租税公課 5,047,190

水道光熱費 12,115,946

通信運搬費 61,719,773

旅費交通費 8,635,305

消耗品費 15,186,231

諸謝金 738,470

役務費 979,132,789

減価償却費 157,416,886

情報資産償却費 1,430,750,749

賞与引当金繰入 15,188,437

その他の業務経費 219,603,240 4,273,256,089

一般管理費

人件費 4,296,090

支払リース料 1,155,355

賃借料 8,070,499

租税公課 15,047,043

水道光熱費 7,263,796

通信運搬費 104,268

旅費交通費 419,160

消耗品費 5,172,300

諸謝金 5,922,250

役務費 26,214,453

減価償却費 129,121,805

その他の管理経費 27,610,208 230,397,227

財務費用

支払利息 446,444 446,444

　　経常費用合計 4,504,099,760

（単位：円）文献情報提供勘定

損　　益　　計　　算　　書
（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）



経常収益

科学技術情報売上高 4,260,383,687

寄付金収益 14,229,790

財務収益

受取利息 118,568,481

為替差益 9,643

その他の財務収益 20,389,242 138,967,366

雑益 122,515,966

経常収益合計 4,536,096,809

経常利益

臨時損失

固定資産除却損 9,730,291

臨時利益

退職給付引当金戻入益 105,837,927

法人税、住民税及び事業税 4,628,200

（単位：円）

当期総利益

当期純利益

税引前当期純利益 128,104,685

123,476,485

123,476,485

31,997,049



Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動に伴う人件費支出 △ 267,439,634

業務活動に伴うその他経費支出 △ 2,308,906,602

一般管理活動に伴う人件費支出 △ 4,369,391

一般管理活動に伴うその他経費支出 △ 100,178,444

その他の業務支出 △ 18,120

業務収入 4,294,789,887

寄付金収入 14,229,790

その他の収入 119,685,530

　　　小　　計 1,747,793,016

利息の受取額 130,154,981

利息の支払額 △ 446,444

法人税等の支払額 △ 4,628,200

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,872,873,353

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 4,206,126,358

定期預金の払戻による収入 4,200,000,000

投資有価証券の取得による支出 △ 1,000,000,000

投資有価証券の売却による収入 1,026,515,600

有形固定資産の取得による支出 △ 2,827,038

無形固定資産の取得による支出 △ 1,666,844,034

その他の投資活動による収入 2,239,796

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,647,042,034

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 7,970,986

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,970,986

Ⅳ 資金増加額 217,860,333

Ⅴ 資金期首残高 723,532,610

Ⅵ 資金期末残高 941,392,943

キャッシュ・フロー計算書
（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

（単位：円）文献情報提供勘定



（単位：円）

Ⅰ　業務費用

　（１）損益計算書上の費用

業務費 4,273,256,089

一般管理費 230,397,227

財務費用 446,444

　　　臨時損失 9,730,291

法人税、住民税及び事業税 4,628,200

　（２）（控除）自己収入等

科学技術情報売上高 △ 4,260,383,687

財務収益 △ 138,967,366

その他の収入 △ 136,745,756

臨時利益 △ 105,837,927

　　業務費用合計 △ 123,476,485

Ⅱ　機会費用

　　政府出資等の機会費用 1,312,231,830 1,312,231,830

Ⅲ　（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 4,628,200

Ⅳ　行政サービス実施コスト 1,184,127,145

文献情報提供勘定 （単位：円）

Ⅰ　当期未処理損失 76,358,438,051

当期総利益 123,476,485

前期繰越欠損金 76,481,914,536

Ⅱ　損失処理額 0

Ⅲ　次期繰越欠損金 76,358,438,051

文献情報提供勘定

（平成２１年４月１日～平成２２年３月３１日）

行政サービス実施コスト計算書

損失の処理に関する書類

4,518,458,251

△ 4,641,934,736



注　記　事　項

平成２２年３月３０日に「「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基

準注解」」が改訂されているが、改訂後の「「独立行政法人会計基準」及び「独立

行政法人会計基準注解」」のうち、第８０の規定については当事業年度より適用し

ている。

また、当事業年度より、一部改訂された「「独立行政法人会計基準」及び「独立

行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ（平成２２年４月 総務省行政管理局 財務

省主計局 日本公認会計士協会）」を適用している。

Ⅰ． 重要な会計方針

１．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用している。

なお、主な資産の耐用年数は下記のとおりである。

建物　　　　　２～５０年

構築物　　　　２～３８年

機械装置　　　２～　８年

工具器具備品　２～１８年

（２）無形固定資産

定額法を採用している。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内

における利用可能期間（３～５年）に基づいている。情報資産については、文献

情報の提供に利用されるコンテンツについて資産計上し、文献情報の提供可能期

間（１０年　ただし、平成２０年３月３１日以前に資産計上したものについては

５年）に基づいている。

２．引当金の計上基準

（１）賞与引当金

役職員の賞与金の支払いに備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上し

ている。

（２）売掛金に対する貸倒引当金

売掛金のうち、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

（３）退職給付引当金

役員、職員及びその他任期付職員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

 ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。　

数理計算上の差異については、その発生時における職員及びその他任期付職員

の平均残存勤務期間内の一定の年数（５年）による定額法により翌期から費用処

理している。



３．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券　　 償却原価法を採用している。

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

出版物　　 総平均法による低価法を採用している。

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

機会費用算出に用いた利子率は、決算日における１０年利付国債の利回りを参

考にして、１.３９５％で計算している。

７．リース取引の処理方法

リース料総額が３,０００千円以上のファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

リース料総額が３,０００千円未満のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

８．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

Ⅱ． 重要な債務負担行為

該当なし

Ⅲ． 税効果会計

繰延税金資産の主な原因別内訳

繰延税金資産

税務上繰越欠損金

一括償却資産償却超過額

退職給付引当金繰入超過額

賞与引当金繰入超過額

貸倒引当金繰入超過額

総繰延税金資産　小計

控除：評価性引当額

繰延税金資産　合計

Ⅳ． 重要な後発事象

該当なし

3,838,548,550

3,838,548,550

0

18,985

46,533,108

4,336,188

685,035

項目 平成22年3月31日現在
（単位：円）

3,786,975,234



Ⅴ． 固有の表示科目の内容その他独立行政法人の状況を適切に

                                   開示するために必要な会計情報

　１．有価証券関係

（１）満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：円）

区　 　分

（２）当会計年度中に売却した債券

（単位：円）

（３）満期保有目的の債券の今後の償還予定額

（単位：円）

２．退職給付関係

（１）採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として退職一時金制度と厚生年金基金制度を併用している。

また、会計基準第３８により退職給付引当金を計上し、文献情報提供勘定に係

る人員は３００人未満であるため退職一時金に係る債務については、期末要支

給額により算出している。

（２）退職給付債務に関する事項

（単位：円）

差    額

1,081,640

1,980,000,000 1,796,601,640 △ 183,398,360

貸借対照表計上額 時    価

1,700,000,000
時価が貸借対照表計上額を
超えないもの　国債･地方債等

1,515,520,000 △ 184,480,000

280,000,000

計

区 分 1年以内 1年超5年以内 10年超5年超10年以内

⑤退職給付引当金　③+④

△ 105,030,693

244,180,229

△ 81,187,943④未認識数理計算上の差異

③未積立退職給付債務　①+②

162,992,286

0 0 0

②年金資産

国債

349,210,922①退職給付債務

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの　　国債･地方債等

280,000,000 281,081,640

売却額 売却益の合計 売却損の合計

1,026,515,600 20,389,242 0

1,000,000,000

外国債 0 0 0 700,000,000

財投機関債 0 0 0



（３）退職給付費用に関する事項

（単位：円）

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

３．キャッシュ・フロー計算書関係

キャッシュ・フロー計算書における資金は、手元現金、随時引き出し可能な預金

からなっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 円

定期預金 円

資金期末残高 円

（２）重要な非資金取引

ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品 円

円

４．固定資産減損関係

（１）減損の認識

　該当なし

（２）減損の兆候

①減損の兆候が認められた固定資産の概要

種類 場所 用途 帳簿価額

建物 静岡県伊東市 研修施設 　32,727,515円

土地 静岡県伊東市 研修施設  1,520,046円

4,254,390

△ 5,813,189

19,025,787

6,953,803

941,392,943

発生時の職員及びその他任期付職
員の平均残存勤務期間内の一定の
年数（５年）による定額法により
翌期から費用処理。

4,254,390

23,723,561

△ 149,727,889

△ 170,000,000

1,111,392,943

△ 105,837,927

④未認識数理計算上の差異の費用処理額

①勤務費用

②利息費用

③期待運用収益

⑤勘定間異動額

⑥退職給付費用　①～⑤

①割引率(％) ２．１０％

④数理計算上の差異の処理年数(年)

②期待運用収益率(％)

③退職給付見込額の期間配分方法

３．７０％

期間定額基準



②認められた減損の兆候の概要

　上記固定資産については、法人として平成２２年度以降、売却等処分の方向で

進めることが決定したため、将来的な使用可能性が著しく低下する変化が生じる

見込であることから、減損の兆候ありと判断した。

③減損の認識に至らなかった理由

　上記固定資産については、現時点において研修施設として使用中であり、使用

目的に従った機能を現に有していることから、減損の認識をしていない。

５．金融商品の時価等について

（１）金融商品の状況に関する事項

　文献情報提供勘定においては、文献情報提供事業収益による資金余剰が生じた際

には、短期又は長期の預金及び国公債等に限定した運用を行っている。

　投資有価証券は、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき、国公債等を保

有しており株式等は保有していない。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含めていない（（注２）参照）。

（単位：円）

（注）負債に計上されているものは、（ ）で示している。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

①現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっている。

②売掛金

　売掛金については回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時

価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似

しており、当該価額をもって時価としている。

貸借対照表
時価 差額

計上額

①現金及び預金 1,111,392,943 1,111,392,943 0

②売掛金 569,218,569

　貸倒引当金 △ 2,399,484

④未払金

△ 183,398,360

△ 183,398,360

(201,277,668) (201,277,668) 0

1,980,000,000

1,980,000,000

1,796,601,640

1,796,601,640

0

③投資有価証券

　　満期保有目的の債券

566,819,085 566,819,085



③投資有価証券

　投資有価証券の時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっ

ている。

④未払金

　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっている。

（注２）長期性預金（貸借対照表計上額3,043,046,643円）は、預金のため市場価格

　がなく、かつ変動金利のため将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、

　時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めていない。



附　属　明　細　書
文献情報提供勘定

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失の明細

（単位：円）

（注）　固定資産の当期増減額の主な内容は、次のとおりである。

　　　　・情報資産

　　　　　　文献情報データベースの新規作成による増　1,590,357,052円

　　　　・投資有価証券

　　　　　　財投機関債の新規取得による増　　　　　　1,000,000,000円

 　　　　   国債の売却による減　　　　　　　　　　　1,006,126,358円

0 18,560,749,149 14,149,365,684

1,657,324,619

481,262 445,201

-

8,532,017 0 0 8,532,017

- - 8,532,0170 08,532,017 0 0 8,532,017

957,520,053

4,676,960,862

4,580,220,046

2,449,238

0

34,502,121

8,532,017

4,580,220,046

4,588,752,063

2,410,776,924

30,371,883

2,410,776,924

30,371,883

差引当期末残高資 産 の 種 類 減価償却累計額
当 期 償 却 額

当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高期 首 残 高

3,368,296,977有形固定資産 建物 3,400,482,180 0

機械装置

構築物

工具器具備品

車両運搬具

計

非償却資産 工具器具備品(絵画)

計

土地

構築物

有形固定資産合計 建物

車両運搬具

機械装置

土地

工具器具備品

工具器具備品(絵画)

1,006,635,992 - 5,100,099,931

計 7,066,852,229

3,043,046,643

1,980,000,000

77,053,288

0

2,469,269

1,029,339

2,099,680

36,061

4,411,383,4651,430,750,749

121,609,434 259,943,048

-

0

情報資産

無形固定資産 工業所有権

工業所有権仮勘定

1,397,381,571

0 2,812,000

56,783

摘　　要

1,008,366,154 5,100,099,931

1,006,126,358 1,980,000,000 - -

-

79,293,084 0 2,239,796 77,053,288 - -

5,101,830,093

電話加入権

18,588,577,091 1,639,245,502

2,812,000 0

1,608,436,169 48,888,450

1,985,616,724 1,000,509,634

3,036,920,285 6,126,358 0 3,043,046,643 - -

20,227,822,593 15,550,149,411 1,552,999,0440

ソフトウェア 0

16,970,392,097

481,262 0その他の無形固定資産

1,590,357,052

投資その他の資産 長期性預金

計

2,956,955

投資有価証券

582,078

1,029,339 0 0 1,029,339 - -

計

敷金保証金

5,426,224 0 0 5,426,224

2,449,238

0

34,502,121

2,478,100,166

3,255,730 37,068,673

137,844,773

54,268,468 0 0 54,268,468 23,896,585 2,862,547

32,185,203

34,619,435 3,173,217

1,160,378 0 1,160,378 0 0 9,921

40,324,403 0

162,378,246 7,081,428 16,698,975 152,760,699

3,658,613,675 7,081,428 53,300,286 3,612,394,817

0 4,598,232,017

118,258,578 20,399,938

1,134,294,651 164,290,396

- -

- -4,589,700,000 0 0 4,589,700,000

4,598,232,017 0

3,400,482,180 0

54,268,468 0 0 54,268,468

34,619,435 3,173,217

32,185,203 3,368,296,977 957,520,053 137,844,773

23,896,585 2,862,547

0 9,921

40,324,403 0 3,255,730

1,160,378 0 1,160,378 0

37,068,673

162,378,246 7,081,428 16,698,975 152,760,699

4,589,700,000 0 0 4,589,700,000

118,258,578 20,399,938

- -

--

1,134,294,651 164,290,3968,256,845,692 7,081,428 53,300,286 8,210,626,834

減損損失累計額
当 期 減 損 額

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0

9,479,954 0

9,479,954

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

9,479,954 0

9,479,954 0

712,320 0

0 0

0 0

0

0 0

0 0

712,320 0

- -

- -

- -

- -



２．たな卸資産の明細

（単位：円）

（注）当期減少額の「その他」は、除却等によるものである。

３．有価証券の明細

投資その他の資産として計上された有価証券

（単位：円）

国　債

財投機関債

外国債

４．引当金の明細

賞与引当金の明細

（単位：円）

700,000,000 700,000,000 700,000,000

280,000,000 280,000,000 280,000,000

29,994 680,426

0 0 2,480 118,533 4,960

2,273,701

摘　　要

29,994

13,214

12,529,147

期 末 残 高

2,273,701

0

0

502,899

632,102

453,314

11,036,613

当　期　減　少　額

185,497

1,115,302

10,306

1,134,105

23,855,222

当 期 購 入 ・
製 造 ・ 振 替

そ の 他 払 出 ・ 振 替 そ の 他

12,529,1470 16,874,081

33,541

23,855,222 0 16,874,081

0 0 32,772

0 0 7,221

21,551,215 0 15,653,656

00

448,299

7,821,707

694,868

717,641

125,973

0

0 0

2,304,007

期 首 残 高

7,821,707

5,139,054

195,803

ＪＳＴＰｌｕｓ検索事例集

ＳＩＳＴハンドブック 500,069

合　　　　計

ＪＳＴＰｌｕｓ活用テキスト

中国の科学技術力について

情　報　管　理

種　　　　類

出版物

科 学 技 術 文 献 速 報

文 献 速 報 CD-ROM

摘　　要取得価額 券面総額

700,000,000 700,000,000 700,000,000 0

0

280,000,000

区 分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 期 末 残 高 摘 要

1,980,000,000

賞 与 引 当 金 20,824,143 15,188,437 20,824,143

目 的 使 用 そ の 他

0 15,188,437

280,000,000 0

貸借対照表計上額
当期費用に含まれた

評価差額

0

0

0
ルクセンブルグ貯蓄銀行
ユーロ円建コーラブル債

満期保有

目的債券

貸借対照表
計上額合計

種類及び銘柄

利付国債第66回

計

計

280,000,000

1,000,000,000

当　期　増　加　額

当　　期　　減　　少　　額

計 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000

第39回住宅金融支援機構債 1,000,000,000 1,000,000,000



５．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

売掛金に対する貸倒引当金の明細

（単位：円）

６．退職給付引当金の明細

（単位：円）

退職給付債務合計額

７．資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

　　　　　計

　　　　　計

　　　差引計

75,083,23610,539,310

25,979,590

退職一時金に係る債務 224,353,254

区　　　　分
売 掛 金 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

期 首 残 高 当 期 増 減 額 期 末 残 高 期 首 残 高 当 期 増 減 額 期 末 残 高
摘　　要

531,5372,018,097603,181,375 △ 36,157,292 567,024,083

1,737,702

6,931,403 △ 6,801,158 130,245 6,931,403

2,174,085 △ 109,844 2,064,241 2,059,560

130,245

11,009,060 △ 8,609,576 2,399,484

破産更生債権等

計 612,286,863 △ 43,068,294 569,218,569

売  掛  金

一般債権

貸倒懸念債権

△ 6,801,158

△ 321,858

△ 1,486,560

区　　　分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

555,486,720 349,210,922232,255,388

厚生年金基金に係る債務

未認識数理計算上の差異 △ 117,336,808 36,148,865

331,133,466 15,440,280

△ 35,469,913 △ 87,552,446

159,809,328

0 △ 81,187,943

189,401,594157,172,152

△ 105,030,693

退職給付引当金 281,036,686 26,658,542 144,702,942 162,992,286

年金資産 △ 157,113,226

区　　　分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

資　本　金

政 府 出 資 金 94,076,990,100 0 0 94,076,990,100

民 間 出 資 金

94,134,090,100 0 0 94,134,090,100

57,100,000 0 0 57,100,000

資本剰余金

資 本 剰 余 金

28,948,761 0 0

18,756,487 0 0

民間出資金払戻差額 28,948,761 0 0 28,948,761

損益外減損損失累計額 △ 10,192,274 0 0

18,756,487

28,948,761

△ 10,192,274



８．役員及び職員の給与の明細

（注）１．役員（含非常勤役員）報酬基準の概要

　　　　　独立行政法人科学技術振興機構役員報酬規程に基づき支給。

　　　２．職員給与基準の概要

　　　　　独立行政法人科学技術振興機構職員給与規程に基づき支給。

　　　３．報酬又は給与における支給人員数は、年間平均支給人員を記載。

　　　４．損益計算書の人件費には、上記給与の他に法定福利費が含まれる。

　　　　　（法定福利費： 40,093千円）

　　　５．（　）は、非常勤の役職員に対するもので、外数である。

　　　６．計数は切り捨てしていることから、合計は一致しないことがある。

　　セグメント情報は、勘定区分と同一のため省略している。

10．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

現金及び預金の明細

（単位：円）

職 員

0 0

442 2

0

(0) (0)

合 計
(7,062)

退 　職 　手 　当

(0)

442 2

(0)

支給額（千円） 支給人員（人）

任期付職員等
(2)

4

(6,966)

23,137

区　分
報　酬　又　は　給　与

7,000 6

支給額（千円） 支給人員（人）

役 員
(96) (1)

(3) 0

233,567 39

９．開示すべきセグメント情報

内　　　　　　 訳 金　　　　　　 額

現 金 290,000

普 通 預 金 91,102,943

通 知 預 金 850,000,000

定 期 預 金 170,000,000

合 計 1,111,392,943

203,429 29 0 0
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